
（第３種郵便物認可） W I N G週刊3041号 2017年（平成29年）4月26日水曜日 （7）

緊迫の朝鮮半島､先制攻撃で国を守れ
日本の防衛オピニオン 防衛問題特別取材班第31回

北朝鮮脅威「新たな段階」

打撃力もつ新装備導入を期待

　朝鮮半島を取り巻く情勢が緊迫度を増し
ている。北朝鮮の弾道ミサイルの射程内に
ある日本への脅威も高まっている。自衛隊
幹部が「任官以来30年経つなかでこれほ
ど緊張度が増しているときはない」ともら
すほどだ。自民党も遅ればせながら敵基地
攻撃能力の保有の検討を開始するよう首
相、安倍晋三に提言を提出した。
　提言をまとめたのは自民党の安全保障調
査会。「北朝鮮の脅威が新たな段階に突入
した」として巡航ミサイルを念頭に政府が
「ただちに（保有の）検討を開始する」こ
とを求めた。さらに米軍の最新鋭迎撃ミサ
イルシステム「高高度防衛ミサイル
（THAAD）」や地上配備型イージスシステ
ム「イージス・アショア」など新装備の導
入などミサイル防衛（MD）強化も訴えた。
　提言を受け取った安倍は北朝鮮の「新た
な段階の脅威を深刻に受け止めている」と
述べた。
　安倍は4月13日の参院外交防衛委員会
で「（北朝鮮は）サリンを弾頭に付けて着
弾させる能力をすでに保有している可能性
がある」と発言した。日本政府はこれまで
も北朝鮮の化学・生物兵器について「一定
の生産基盤を有している」との見解を示し
てきたが、サリンという名前を挙げ、ミサ
イル搭載の可能性にまで言及したのは異例
だ。
　サリンといえば、シリアのアサド政権が
使用としたとして、米大統領ドナルド・ト
ランプが軍事施設を攻撃したばかり。日本
ではオウム真理教が平成7年に地下鉄サリ
ン事件をおこし、13人が死亡、6千人以上
が重軽症を負い、国際社会にも衝撃を与え
た。
　安倍はサリンなど科学兵器が搭載された
弾道ミサイルへの対応について「ミサイル
防衛能力はいわゆる抑止力とはならない。
打撃力としての抑止力は米国に依存してい
る」と説明。そのうえで「現実を踏まえ抑
止力をしっかりと持つべきだという議論が
当然ある」として、自民党などの議論に期
待感を表明した。

志方､「先制攻撃」反対を論破

防衛手段は敵基地破壊以外ない

　「先制攻撃論」にかみついたのが野党の
一部や朝日新聞などだった。
　朝日新聞は3月31日の社説で「憲法に
基づく専守防衛の原則を空洞化させる恐れ
がある」と批判した。朝日は先制攻撃に反

回避の道筋を描くことだ。G7や国連の枠
組みに加え、日米韓による6者協議の首席
代表者会議も、月内に予定されている。北
朝鮮に影響力を持つ中国との連携も欠かせ
ない。あらゆる場での日本の外交姿勢が問
われている」との論を展開した。
　朝日と似たような主張を展開したのが韓
国大統領選に出馬している最大野党「共に
民主党」公認候補の文在寅だ。
　文は13日に行われた初のテレビ討論会
で「北朝鮮の挑発に米国が軍事行動を加え
ようとしたら？」との質問に次のように回
答した。
　「まず米大統領に電話し、一方的な軍事
行動はダメだと伝え、先制攻撃を保留させ
る」
　親北朝鮮といわれる文の面目躍如といっ
た回答といえる。どこまで能天気なのかと
あきれてしまう発言だ。これまで日本政府
も含め、各国は北朝鮮の核・ミサイル問題
の外交による解決を模索してきた。
　だが、北朝鮮は自制を求める国際社会の
求めを無視して弾道ミサイル発射や核実験
を繰り返してきた。トランプは何度も失敗
を繰り返してきた外交交渉を模索する考え
はないようだ。
　にもかかわらず、韓国では文に代表され
るように危機意識が欠如しているようだ。
国防省は「最近流布されている朝鮮半島情
勢の誇張された評価に惑わされぬよう注意
が必要」とする報道官のコメントを発表し
た。
　これを聞いた防衛省中堅幹部は「韓国外
務省が根拠がないというのはわかるが、北
朝鮮の実態をよく知る国防省まで同調する
とはあきれてしまう」ともらす。

小野寺､日本も攻撃能力検討を

岩国F35B、米韓訓練に参加

　元防衛相、小野寺五典は先のフジテレビ
番組で米韓合同軍事演習中の3月22日に
北朝鮮がミサイルを発射したことを挙げ
「間違って米艦隊に飛べば、攻撃とみなさ
れる。普通はこんな荒っぽいことをしな
い。（北朝鮮労働党委員長、金正恩は）歯
止めが効かなくなっている」と述べ、金正
恩の出方は予測不能との見方を示した。こ
うした見方は日米に共通している。だから
こそ、小野寺は「日本も攻撃能力を検討す
べきだ」と訴えるのであった。
　現在の自衛隊の実力でいえば、F2戦闘
機、空中給油機、空中警戒管制機
（AWACS）をすでに保有しており、北朝鮮
の基地を攻撃することは可能だ。ただ、敵
基地を攻撃するには北朝鮮の防空網を突破
する必要があるが、新たに対電波放射源ミ
サイルなどの導入が求められる。日本単独
では限界があるので米軍との連携は不可欠
となる。
　トランプは「あらゆる選択肢」を検討し
ており、2月に訪米した国家安全保障局長、
谷内正太郎に対し、大統領補佐官マクマス
ターはこうした考えを伝えた。
　朝鮮半島情勢に詳しい軍事専門家の間で
注目されているのが、米海兵隊岩国基地に
所属するF35B最新鋭ステルス戦闘機が3
月下旬に韓国で行われた米韓海兵隊合同訓
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日本が危ない！日本が危ない！

対する理由として①違憲の疑いが濃い②防
衛費の大幅な増額も避けられない③反撃を
受け全面戦争への発展を想定する必要があ
る。原発が攻撃対象になる可能性も否定で
きない−点を挙げた。
　毎日新聞も3月6日の社説で「自衛隊が
敵基地攻撃をすることは、日米の役割分担
の枠組みを超える」「専守防衛の武器の体
系を抜本的に変える必要が出てくる」との
理由に加え、朝日同様に「防衛費は大幅に
増え、逆に安全保障環境を悪化させかねな
い」としている。
　朝日、毎日の主張を論破したのが元陸上
自衛隊北部方面総監で、帝京大名誉教授の
志方俊之である。志方は4月13日の産経
新聞の『正論』で、先制攻撃について「権

利は国際的には『国連憲章第51条』で認
められている。また国内の法解釈では、政
府の統一見解として『座して自滅を待つの
は憲法の趣旨ではない』とする鳩山一郎首
相答弁（昭和31年）は現在も担保されて
いる」として、「違憲の疑いが濃い」との
朝日の主張に反論した。
　志方は弾道ミサイルへの対応は理論的に
「3つの選択肢がある」としたうえで、①「座
して死を待つ」②「一撃を受けてから敵基
地に対して反撃する」③敵基地に対して先
制攻撃を行う−を挙げた。このうち①は
「自衛権を持つ国家として対象にはならな
い」と退け、②についても「第一撃による
被害をゼロにっすることは難しい」とし
て、「急ぐべきは第3の選択肢である。急
迫不正の侵害があり、他に国を防衛する手
段がないこと、必要な限度にとどめること
など『一定の条件』下で敵基地を破壊する
ものである。（中略）野党も『座して死を
待つ』ことなど唱えないわけであるから、
他に選択肢があるとすれば、国民に提示す
べきだろう」と強調した。

野党も韓国も危機意識欠如

米政府、外交交渉模索せず

　野党議員のなかでも民進党の元外相、前
原誠司は4月2日のフジテレビ系「新報道
2001」で敵基地攻撃について「この能力は
米国と日本で役割分担をしていた。役割分
担をどこまで見直すかという議論もしなけ
ればならない」と党内議論に前向きな考え
を示した。
　もっとも、こうした意見は民進党のなか
で少数派のようで、代表代行の安住淳は記
者会見で「（自民党が）提言を出すのは勝
手だが、安保条約など日米間のいろんな役
割分担を大きく逸脱することになりかねな
い。政府、自民党が何らかの法案としても
し出してくるようなら、私は徹底的に反対
したほうがいいと思っている」と述べた。
これが民進党の「多数派」であるといえよ
う。
　では、志方がいうような「ほかの選択肢」
はあるのだろうか。これを示したのが朝日
の4月12日の社説だ。朝日は「安倍政権
が米国の『力の誇示』を評価する姿勢を示
していることに疑問を禁じ得ない」と批判
したうえで「大事なのは、対話による危機

練（KMEP）に参加したことだ。
　F35は空軍仕様のA型、海兵隊使用のB
型、海軍使用のC型に分かれ、B型はステ
ルス性に加えて、垂直発着艦が可能で強襲
揚陸艦からも出撃できる。韓国紙コリア・
ヘラルドによると東部で行われた精密爆撃
訓練に参加したという。
　ステルス性に優れているF35は北朝鮮
の弾道ミサイル発射阻止、あるいは金正恩
殺害の際は中心的な役割を担うとみられて
いる。特に最近クローズアップされている
のはいわゆる「斬首作戦」だ。
　正恩は2月13日にマレーシアで異母兄
の正男を殺害したのをはじめ、自らの言う
ことを聞かない幹部クラスを軒並み殺害し
ている。なかでも中国とのパイプ役であっ
た叔父の張成沢を処刑したことで、中国か
らの正確な情報が入らなくなっているとい
われている。
　これまでも米軍は「斬首作戦」を各地で
実施している。米同時テロの首謀者である
アルカーイダのウサマ・ビン・ラーディン
を2011年にパキスタンの潜伏先を米海軍
特殊作戦部隊SEALsが急襲し殺害した。
イラクでも2006年に「イスラム国」（IS）
の前身であるイラクの聖戦アルカーイダの
指導者でテロリストのアブ・ムサブ・ザル
カウィを米空軍F-16戦闘機によるピンポ
イント爆撃で殺害した。
　当然のことながら米軍は衛星などのデー
タを使って正恩の居場所やミサイルの隠し
場所の把握に努めているとみられる。

韓国滞在者･拉致被害者救出は

米攻撃に国民の生命守る決定を

　いまのところ野党や朝日新聞などはとも
かく、米国の軍事オプションに反対する声
は、日本政府内からは聞こえない。むしろ
気にしているのは、米軍が仮に攻撃を決断
した場合、事前に連絡があるかだ。公明党
政調会長、石田祝稔は12日の記者会見で
「（事前に）日本に何らかの相談があってし
かるべきだ」との見解を示した。
　もっとも問われるのは、米軍から事前に
情報があるかよりも日本が何をするかだ。
すでに日本政府内では朝鮮半島有事を見据
えて、韓国内に4万人程度いると言われる
邦人の保護を検討しているといわれる。今
月11日には韓国の滞在者・渡航者に向け
てスポット情報が出された。ただちに邦人
の安全に影響がある状況ではないとしたう
えで、半島情勢に関する情報に注意するよ
う求めた。国民にいかに情報を発信してい
くか。いまの日本政府は慎重になりすぎて
いる。
　邦人保護に加え、北朝鮮には拉致された
被害者の救出も急務となる。安倍は今月
12日、自民党の拉致問題対策本部長、山谷
えり子と面会した際、「さまざまな事態が
起こった際には拉致被害者の救出に向けて
米国側の協力を要請している」と述べた。
安倍は2月に米国を訪問しトランプと会談
した際、拉致問題について説明している。
ただ、問われているのは米国頼みでなく、
日本として何ができるかだ。
　これほど緊張感が高まっているのに、国
会もメディアも「平和ボケ」状態が続いて
いる。いまこそ国民の生命を守るための議
論そして、決定を真剣に行うことが求めら
れている。（敬称略）


